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*  本稿の実証分析に際して筆者らは，EBRD及び世界銀行が 1999 年に実施した企業調査( The 
EBRD-World Bank Business Environment and Enterprise Performance Survey) の諸結果を利用し






た極めて深刻な社会問題の一つとして，研究者の大きな注目を集めている( 鈴木,2005) 。 
 政府と企業の間に生じる汚職行為の有害性は，Laffont  and  Tirole  (1991)，Shleifer  and 




Environment and Enterprise Performance Survey (BEEPS)( 後述) は，企業収奪と国家捕獲の地
域横断的な分析を可能とした画期的なプロジェクトであり，その調査結果をベースに生ま





























を抱いているのである(Ƚɨɥɢɤɨɜɚ ɢ ɞɪ. 2003; ɋɢɦɚɱɟɜ, 2004)。 
   ロシアでは企業の国家捕獲も活発である。Frye (2002a)によれば，捕獲企業の中でも特に
規模が大きく，事業集団に属し，金融部門で活動する企業は，法律や政令の制定に対して








模と負の相関にある。 (2) 私有化企業や新規参入企業は， 国有企業よりも国家公務員に対し
てより頻繁に賄賂を支払う。 (3) 外国資本との合弁会社は， 他の国内企業よりも高い確率で
国家を捕獲する。一方，西側に本社を構える多国籍企業の子会社は，国家捕獲に総じて消
極的である。(4) 国有企業は，その他の所有形態と比して｢ 権威企業｣ となる可能性が高い。
(5) ｢ 捕獲企業｣ は， その他の企業よりも売上高や投資率で見た企業パフォーマンスが良好で
ある。しかも両者の業績格差は，国家捕獲の度合いが激しい国々でより拡大する傾向があ
る(Hellman, Jones and Kaufmann, 2000, 2002, 2003; Hellman and Schankerman, 2000; Hellman 
and Kaufmann, 2002; Fries, Lysenko and Polenac, 2003)。これらに加え，BEEPS の応用研究で
ある Jensen (2002)によれば，国家捕獲は，当該国への外国直接投資(FDI)を抑制する効果も
秘めている。即ち，移行国 18 か国中，国家捕獲の激しさが最大の国と最小の国では，FDI




して瞭然ではない。Hellman, Jones and Kaufmann (2003)は，改革後進国と見なされているベ
ラルーシとウズベキスタンにおいて国家捕獲が比較的不活発である理由を，計画経済シス  4  
テムの残存性や権威主義的な政治体制に結び付けて補足的に説明しているが，例外的存在
はこれら 2 カ国に限らないのである。また，同図(b) の通り，法や政令等の制定に関連して
国家官僚から賄賂を要求されながら，国家の政策意思決定プロセスに対してなんら発言権







に立ち返る必要がある。それは，以下 2 点に分析的配慮を払うことに他ならない。 



















ン等への私有化企業株の集中， (4) 多重為替レート制や輸出代金の強制売却義務など， 国際
金融機関から再三の非難を浴びている経済政策であることは強調するまでもない。 
                                                         
3   1989 年時点の総工業生産及び総固定資本に占める連邦所管工業の比重が 61.4 ％及び 81.1 ％，
1990 年の共和国間域内貿易の対 GNP 比率が 17 .0 ％であったことからも容易に想像されるよ
うに，このシステム・ショックの規模は，計り知れないものがあった(op. cit., pp. 227-228)。   5  









行う点にある。Iwasaki (2003)に従い，このような制度配置を，以下｢ 命令国家｣ と呼ぼう。  






営面での国家からのほぼ完全な自立を特徴とする。1999 年の時点では，バルト 3 カ国がこ
の範疇に当てはまる。いま一つは，当該企業の意思決定権を一時的に剥奪した上で，公的
な資本注入や経営陣の更迭等によって企業を救済するもので，経済改革が遅れ，政府・企
業間関係の分離も不十分な国で頻繁に観察される対応様式である。 かかる制度配置を， ｢ 救
済国家｣ と呼ぶ。ロシアを含む残る 9 カ国がここに該当する。 
 このように，旧ソ連 15 ヶ国は，移行戦略の基本方針と政府・企業間関係の制度配置とい
う観点から 3 つの国家グループに区分することができる。この見解は，各国の改革プロセ
スや国家体制に関する第三者の評価基準とも合致するものである。即ち，1999 年時点の政
府 ・ 企業間関係の様態を反映する計 14 種類の変数を用いた階層型クラスター分析が形成す
る 3 つのクラスターは， 以上に述べた 3 国家グループの構成と完全に一致するのである
4 ) 。
そこで，各国の相対的位置関係をより明確化するために，これら諸変数の主成分を合成し
た。結果は，表１の通りである。寄与率が 68.5 ％に達する第 1 主成分は，その固有ベクト
ルと主成分負荷量から，各国の経済分権( 集権) 度の総合指標になりうると判断される。 
 図２は，以上の検討結果を総括したものである。括弧内に示されている数値は各国の主
成分得点であり，次節の実証分析で改めて用いる。 
 ソ連邦崩壊との係わりで留意すべき第 2 点は，同地域を覆った経済危機の桁違いな深刻
さである。旧ソ連 15 カ国の 1991 年を基準とした 19 99 年の実質国内総生産は平均 34.0 ％
                                                         
4   クラスター統合は，ユークリッド距離に基づくウォード法で行った。   6  





命令国家的な制度配置は，1992 ～2001 年の間に，GDP では年平均 2.7 ％，工業生産では年
平均 7.0 ％の｢ 下支え効果｣ を発揮したことが確認されている
6 ) 。この結果，命令国家にカテ
ゴライズされる 3 カ国の 1999 年の生産水準がソ連末期の 86.6 ％であるのに対して，その












権( 集権) 度と汚職行為の関係は，非線形的であると予測される( 仮説Ⅰ) 。 








 そして第 3 に，他の条件が一定ならば，経済危機は，国家秩序の弛緩，急激な物価上昇
と財政不足に伴う公務員給与水準の大幅な低下，企業経営の環境悪化等の諸問題を先鋭化
                                                         
5   即ち，中東欧地域では，1989 ～97 年の間に実質 GDP が国平均 14.9 ％低下した。 
6   Iwasaki (2003, p. 245)の Table VIIを参照。 
7   なお，処分国家に属するバルト 3 カ国の平均的生産水準は 77.0 ％，救済国家にカテゴライズ
されるロシア等 9 カ国のそれは 55. 5 ％である。 
8  Frye (2002)も，汚職行為を官僚と企業経営者の間の交換行為と見なす見解を提示している。   7  
することによって，企業収奪や国家捕獲へと人々を使嗾するであろう。従って，経済危機

















3.1  企業経営への政府介入 
 政府の経営介入度と当該国の経済分権( 集権) 度及び国家タイプとの関係を記述統計や分
散分析によって検証した結果が，図３及び表２(a) である。ここでいう｢ 経営介入度｣ とは，
被調査企業の投資戦略，販売活動，価格政策の 3 分野における政府の介入頻度に関する回





 経営介入と国家タイプの関係は，表２(a) の通りである。分散分析，あるいは Bartlett 検
定により母集団の正規性が棄却された場合は Kruskal Wallis 検定の結果， 国家タイプ間の経
営介入度には， 国有企業のケースを除いて統計的に有意な差が確認された。 また， Bonferroni
法をはじめとする多重比較の結果によれば，全企業を対象とした場合，全ての国家タイプ
                                                         
9   調査方法等の詳細は， ACNielsen (1999)及び  Hellman, Jones and Kaufmann (2003)を参照のこと。  
10   調査票と調査結果は，http://www.ebrd.com/pubs/econo/beeps.htm で公開されている。 
11   国当たりの平均被調査企業数は 175 社，中位数は 132 社。最大はロシアの 552 社，最小はリ




 以上の事実発見は，回帰分析によっても裏付けられている( 表３) 。即ち，政府の経営介
入確率(PINV)ないし介入度(FINV)を従属変数とし， サンプルの規模( SIZE)， 所有形態(SOE, 




 但し， モデル(B) は， 政府が介入を行うか否かの意思決定と介入頻度の意思決定に係る説
明変数の係数が同一であるという強い仮定に依存している。しかし，tobit 推計のプロビッ
ト部分と切断分布部分のパラメータが共通であるという帰無仮説は， Cragg 検定により 1 ％
水準で棄却された。そこで，Heckman の二段階推計法で同じモデルを再推計したところ，
モデル(C) の通り， 各係数の符号関係はモデル(A) 及び(B) と一致することが確認された。 従
って，政府・企業間関係が集権的で，企業規模が大きく，国家の所有比率が高い企業は，
政府の経営介入を受けやすく，かつその頻度も高いと判断することができる。 








 表２(b) 及び(c) は，国家捕獲を目的とした贈賄頻度や捕獲企業の発言力と国家タイプと
の関係に関する分散分析の結果である。｢ 国家捕獲を目的とした贈賄頻度｣ とは，法律，政
令及び他の規制措置採用過程への影響力行使を目的とした贈賄頻度の 6 段階評価(0: 皆無
～5: 常時) を，｢ 国家捕獲の程度｣ とは，国家指導部，立法府，省庁及び規制機関に対する捕





                                                         
12   即ち，国家指導部，立法府，省庁，規制機関の順に，各捕獲対象に対する影響力の行使度を











13 ） 。 
推計結果は，表３の通りである。同表のモデル(A) ～(C) は，各サンプルの属性を従属変
数とした probit 推計である。ここから，前節で提起した 3 つの仮説に関して以下 4 点を指













また第 4 に，GDP99 がモデル(A) 及び(B) の双方で共に有意に負であることは，深刻な経済
危機が汚職行為の温床になり得るという仮説Ⅲの証左になっている。 
 以上 4 点は，企業収奪にも国家捕獲にも係わらない企業をベース・カテゴリーとした
multinominal logit モデルの推計結果( D) とも合致している。なお，同モデルでは，外国資本
の出資形態を示す FDI及び MNC の統計的有意性が大幅に改善しているが，その符号関係
は，第１節で言及した先行研究の議論と整合的であった。 
続くモデル(E) ～(G) は，被収奪企業の贈賄頻度や買収企業及び権威企業の国家捕獲度を
                                                         
13   即ち，ロシアのような大国では，中央の国家官僚と地方の企業経営者が遭遇する確率は小国
よりも低いと考えられるから，LPOP99 の係数は負になると予想される。 
14   なお，FINV の代わりに PINV に用いた場合も，同変数は有意に正であった。   10  
従属変数とした orderd probit 及び tobit 推計である。これらの諸結果からも，サンプルの属
性を被説明変数としたモデルと同等の含意を得ることができる。但し，モデル(F) 及び(G)
は， 捕獲確率と捕獲度に係る係数が同一であるという帰無仮説が， Cragg 検定により 1 ％水
準で棄却された。このため，両モデルを Heckman の二段階推計法で再推計したものが，モ
デル(H) 及び(I) である。結果，買収企業の発言力決定要因としての FINV，SIZE，GBS 及
び GDP99 の有意性が大幅に低下した。 こうした分析結果の可能な解釈の一つは， 不正手段
を用いて国家の意思決定プロセスに自らの影響をもたらす可能性は，企業の属性以上に企
業経営者の個人的能力や人脈等に依存するところが大きい，というものである。実際，贈
賄を介して国家捕獲を行った企業は，サンプル全体の 8.4 ％に過ぎず， 「汚職天国」と揶揄
される旧ソ連諸国においても，発言権獲得を目的とした高級官僚の買収は極めてリスクの
高い行為であり，特殊な才覚が求められるのであろう。 
3. 3  推計結果の頑健性 
 以上，本節で言及した回帰分析については，各モデルの代替的な推計手法である logit，
ordered logit 及び Heckman の最尤法によっても，また，分散不均一の下でも一致性のある
White の修正による頑健標準誤差推定からも，ほぼ同じ結果が得られている。更に，定数
項以外の係数が全てゼロであるという帰無仮説は，F 検定，尤度比検定及びラグランジュ
乗数検定によっても 1 ％水準で有意に棄却された。 
なお，3.1 節で明らかにした通り，SOE 及び MIX は，FINV の極めて有意かつ強力な説
明変数である。従って，これら 3 つの変数を同時に独立変数として採用する回帰モデルに
は，多重共線性の問題が生じ得る。そこで，表４の各モデルについて，独立変数から SOE












なお，企業の所有形態や規模と汚職行為の関係に関して，Hellman and Schankerman (2000)
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( b ) 被収奪企業
0 10 20 30 40 50
( ％)表１  政府・企業間関係の分権度に関する主成分分析




1 10.9665 0.6854 0.6854 価格自由化 -0.2290 -0.7240
2 1.5268 0.0954 0.7808 貿易・為替制度 -0.2637 -0.8350
3 1.1682 0.0730 0.8538 小規模私有化 -0.2793 -0.8881
4 0.8084 0.0505 0.9044 大規模私有化 -0.2566 -0.8230
5 0.5163 0.0323 0.9366 競争政策 -0.1939 -0.6116
6 0.3122 0.0195 0.9561 銀行改革・金利自由化 -0.2948 -0.9480
7 0.2517 0.0157 0.9719 証券市場・ノンバンク -0.2115 -0.6798
8 0.2369 0.0148 0.9867 民間部門の対GDP比率 -0.2805 0.9675
9 0.1149 0.0072 0.9939 政府介入度 0.1292 -0.8866
10 0.0516 0.0032 0.9971 財産権の保証 0.2379 0.3990
11 0.0232 0.0015 0.9985 法の支配度 0.2811 0.7622
12 0.0146 0.0009 0.9995 民主化度 0.3014 0.9027
13 0.0070 0.0004 0.9999 経済自由度 0.2821 0.8548
14 0.0017 0.0001 1.0000 産業部門別政府機関の数 0.2673 0.9620
( 出所) 筆者推計。各変量の定義，出典及び記述統計量は付表を参照。
図２  旧ソ連圏における改革プロセスの分岐( 1999 年)
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1991 年を100 とした1999 年のGDP水準( ％)

























Const. 0.339 0.457 -0.558 2.937
** 2.906
* 1.072       - 0.675 -1.312 -0.309 -5.305
*
























(-3.97) (2.28) (4.73) (-2.58) (3.07) (4.66) (-3.87) (2.25) (5.15) (-0.26) (2.14)
SOE -0.034 -0.340 0.232 0.001 -0.535 0.296 -0.038 -0.633 0.342 0.980 0.707
*
(-0.16) (-1.34) (1.52) (0.00) (-1.04) (1.09) (-0.19) (-1.11) (1.32) (1.25) (1.68)
MIX -0.297 0.014 0.115 -0.512 -0.041 0.144 -0.319 0.050 0.259 0.031 0.502
**







** 0.620 0.156 -0.083 0.345
(1.82) (1.87) (0.52) (2.59) (2.90) (1.93) (2.04) (1.59) (0.71) (-0.17) (1.61)
MNC -0.802 -0.472 -0.101 -1.955
* -1.258 -0.639 -0.697 -1.244 -0.283 -0.312 -0.540
















*** 0.000 0.000 0.003
(-4.33) (-4.28) (1.13) (-5.01) (-5.15) (-1.28) (-4.54) (-4.80) (0.10) (0.00) (0.47)
LPOP99 -0.011 -0.062 -0.039 -0.101 -0.170
* -0.122
** -0.011 -0.116 -0.030 0.177 -0.060
(-0.31) (-1.52) (-1.34) (-1.35) (-1.90) (-2.37) (-0.31) (-1.12) (-0.60) (1.22) (-0.72)
MILLS
 4)       -       -       -       -       -       -       -       -       - -0.798 4.749
*
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-0.36) (1.80)
産業ダミー
N 1148 1148 1148 1148 1148 1148 1148
5 ) 　97
5) 　337
Pseude R2/Adj. R2 0.08 0.13 0.06 0.10 0.06 0.10 0.04 0.07 0.06











( 出所) 筆者推計。各変量の定義，出典及び記述統計量はAppendix A.を参照。
( 注1 ) 推計のベース･ カテゴリーは，被収奪企業，買収企業，権威企業のいずれにも属さない企業である。
( 注2 ) Cragg test: Ȥ2=229.95
***
( 注3 ) Cragg test: Ȥ2=346.47
***
( 注4 ) ミルズ比の逆数。
( 注5 ) 推計第二段階の標本数。全標本数は1148 。




Yes Yes Yes Yes Yes
DSQE DBRI DINF
(I)




















平均 標準偏差 最小値 最大値
価格自由化 2.76 0.46 1.7 3.0 EBRD
貿易・為替制度 3.04 1.21 1.0 4.3 EBRD
小規模私有化 3.45 0.74 2.0 4.3 EBRD
大規模私有化 2.69 0.76 1.0 4.0 EBRD
競争政策 1.97 0.46 1.0 2.7 EBRD
銀行改革・金利自由化 2.11 0.77 1.0 3.7 EBRD
証券市場・ノンバンク 1.89 0.57 1.0 3.0 EBRD
民間部門の対GDP比率 53.00 16.12 20 75 EBRD
政府介入度 2.70 0.59 2.0 4.0 Heritage Foundation
財産権の保証 3.53 0.64 2.0 4.0 Heritage Foundation
法の支配度 5.00 1.26 2.63 6.38 Freedom House
民主化度 4.56 1.60 2.00 6.94 Freedom House
経済自由度 4.38 1.41 1.92 6.42 Freedom House
産業部門別政府機関の数 7.33 4.35 3 17 ロシア東欧貿易会
PINV( 政府の経営介入確率) 0.59 0.49 0 1BEEPS 
FINV( 政府の経営介入頻度に関する6 段階評価） 1.03 1.26 0 5BEEPS 
PSQE( 被収奪企業となる確率) 0.10 0.30 0 1BEEPS 
DSQE( 被収奪企業の贈賄頻度に関する6 段階評価) 0.21 0.75 0 5BEEPS 
PBRI( 買収企業となる確率) 0.08 0.28 0 1BEEPS 
DBRI( 買収企業としての国家捕獲度に関する5 段階評価) 0.11 0.45 0 4BEEPS 
PINF( 権威企業となる確率) 0.29 0.46 0 1BEEPS 
DINF( 権威企業としての国家捕獲度に関する5 段階評価) 0.36 0.75 0 4BEEPS 
SIZE( 6 段階で表した常勤従業員数) 3.06 1.59 1 6BEEPS 
SOE( 100 ％国有企業ダミー) 0.08 0.27 0 1BEEPS 
MIX( 混合所有企業ダミー) 0.12 0.33 0 1BEEPS 
FDI( 外国資本参加企業ダミー) 0.13 0.34 0 1BEEPS 
MNC( 多国籍企業現地法人ダミー) 0.02 0.14 0 1BEEPS 
GBS( 政府・企業間関係の分権( 集権) 度) -0.652.64-6.385.29 BEEPS 
GDP99( 1991 年を100 とした1999 年のGDP 水準) 65.23 15.90 41.35 96.02 World Bank
LPOP99( 1999 年度人口総数の自然対数) 16.521.6114.13 18.80 World Bank
出典 変数名及び定義
記述統計量
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(1.68) (2.68) (2.93) (3.15) (4.05) (4.42) (1.79) (3.15) (2.85) (0.46) (1.87)
( b ) 独立変数からFINVを除いた場合のSOE及びMIXの推計値
モデル
SOE 0.041 -0.175 0.317
** 0.247 -0.073 0.510
* 0.043 -0.239 0.480
** 0.909 1.027
*
(0.20) (-0.74) (2.12) (0.57) (-0.15) (1.94) (0.21) (-0.43) (1.96) (1.59) (1.90)
MIX -0.253 0.079 0.146 -0.407 0.151 0.232 -0.269 0.220 0.304 0.008 0.623
**
(-1.23) (0.45) (1.19) (-0.91) (0.42) (1.08) (-1.33) (0.53) (1.51) (0.02) (2.16)
( 出所) 筆者推計。




(A) (B) (C) (D)
(I) (A) (B) (C) (D) (E)
(I) (E) (F) (G) (H)